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2014年4月以降も、高齢受給者（一般・低所得者）１割負担を継続してください 

国民医療の充実に、日夜ご尽力されていることに敬意を表します。 

高齢受給者の一般・低所得者の一部負担については高齢者の医療の確保に関する法律（昭

和57年法律第80号・以下「高齢者医療確保法」）の施行以降、法律上では２割負担となっ

ています。しかし一般・低所得の高齢受給者については負担軽減措置として、指定公費負

担医療により、医療費の１割分が上乗せ給付され、窓口では１割負担とされているところ

です。  

田村厚労相は７月９日の一般紙の記者会見で、「高齢受給者一般・低所得者の一部負担

金について法律どおり、２割負担にすることを2014年度実施も視野に入れつつ、これから

の議論を進めたい」述べています。 

ところが現状は健康保険料が引き上げられ、さらに円安の影響等により電気料金や食料

品、日常生活用品の値上げが続いているにもかかわらず、年金の給付額は逆に引き下げら

れている状況です。このままでは一部負担金が２割になった場合、一部負担金が支払えな

いことを理由に受診を手控える高齢者が出現するものと思われます。 

その結果として、高齢者が早期受診の機会を逸して病態が重症化し、かえって医療費は

高くなることが考えられます。２割負担とすることで、国の支出が2000億円減額できると

いわれていますが、重症化することにより国の支出が増えて、どれほどの支出削減が期待

できるのかはなはだ疑問です。結果として高齢者の重症化を招くだけということも懸念さ

れます。以上のような状況であり、高齢受給者一般・低所得者の１割負担は継続すべきと

考えます。 

つきましては、次の事項を実現されますことを、強く要望いたします。 

記 

一、当面、2014 年４月以降も指定公費負担医療の実施期間を延長し、高齢受給者一般・低

所得者の１割負担を継続すること。 
一、高齢者医療確保法を改定して、法律上でも高齢受給者一般・低所得者の１割負担を継

続すること。 

以上 


